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  （百万円未満切捨て）

１．平成29年３月期の連結業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 
（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期 96,715 0.7 3,687 27.5 3,454 23.4 2,653 46.0 
28年３月期 96,066 △8.4 2,891 10.9 2,799 26.0 1,817 8.3 

 
（注）包括利益 29年３月期 2,770 百万円 （100.9％）   28年３月期 1,379 百万円（ △49.5％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
29年３月期 56.41 － 11.2 4.7 3.8 

28年３月期 38.34 － 8.3 3.9 3.0 
 
（参考）持分法投資損益 29年３月期 84 百万円   28年３月期 △14 百万円 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
29年３月期 77,306 24,722 32.0 528.29 
28年３月期 69,000 22,544 32.7 475.64 

 
（参考）自己資本 29年３月期 24,722 百万円   28年３月期 22,544 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

29年３月期 4,248 △811 13 15,049 
28年３月期 5,604 △666 △3,354 11,599 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
28年３月期 － 0.00 － 8.00 8.00 379 20.9 1.7 
29年３月期 － 0.00 － 12.00 12.00 568 21.3 2.4 
30年３月期（予想） － 0.00 － 12.00 12.00   25.4   
 
 
３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 56,000 43.1 1,570 140.6 1,530 126.8 1,170 133.1 24.80 

通期 110,000 13.7 3,250 △11.9 3,140 △9.1 2,220 △16.3 47.20 

 
 



※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 
 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有 
②  ①以外の会計方針の変更              ：無 
③  会計上の見積りの変更                ：無 
④  修正再表示                          ：無 
 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年３月期 47,486,029 株 28年３月期 47,486,029 株 
②  期末自己株式数 29年３月期 689,399 株 28年３月期 88,015 株 

③  期中平均株式数 29年３月期 47,035,701 株 28年３月期 47,398,465 株 

 
 
（参考）個別業績の概要 
１．平成29年３月期の個別業績（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
29年３月期 85,812 △1.5 2,655 14.6 2,557 0.8 2,140 23.4 

28年３月期 87,094 △8.2 2,316 53.0 2,538 80.1 1,734 43.3 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 
29年３月期 45.50 － 
28年３月期 36.60 － 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
29年３月期 68,779 22,549 32.8 481.85 
28年３月期 63,147 20,984 33.2 442.73 

 
（参考）自己資本 29年３月期 22,549 百万円   28年３月期 20,984 百万円 
 
２．平成30年３月期の個別業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 51,600 46.1 1,510 144.9 1,260 126.3 26.80 

通期 97,400 13.5 2,650 3.6 2,000 △6.6 42.50 
 
 
※  決算短信は監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものでり、実際の業績等は、今後様々

な要因によって予想数値と異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項につきましては、添付資料２ページ「1.経営成績等の概

況(1)経営成績に関する分析」を参照してください。 
（決算補足説明資料の入手方法） 
当社は、平成29年5月29日（月）にアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料については、開催後速

やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。 
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１．経営成績等の概況

(1）経営成績に関する分析

①当連結会計年度の業績全般の状況

売上高          967億15百万円

経常利益          34億54百万円

当期純利益         26億53百万円

総資産額         773億６百万円

純資産額           247億22百万円

自己資本比率           32.0％

１株当たり純資産額       528.29円

当連結会計年度における我が国経済は、海外経済の回復等による輸出や生産が持ち直し、政府による経済政策や

日銀の金融緩和を背景とした企業収益の改善が持続しております。また、個人消費においても、雇用・所得環境の

改善を受け、力強さは欠くものの回復の兆しが見えはじめ、概して堅調に推移しております。一方で、米国の新政

権における経済政策の動向、英国のＥＵ離脱問題等による国内景気への影響など、引き続き、先行き不透明な状況

が続いております。 

当社が属する建設産業におきましても、一般的に追い風と言われており、公共投資に重点がおかれた経済政策が

盛り込まれており、第二次補正予算の内訳をみますと、「２１世紀型のインフラ整備」や「熊本地震・東日本大震

災の復興、防災強化」などに多くの予算が配分されております。民間工事においては、景気回復に伴う新規設備投

資、既存設備の維持・更新需要、人手不足を背景とした合理化・省力化投資等も多く、企業収益は好調に推移して

おります。 

このような経済状況のもと、当社は「中期経営計画2016」の基本方針・基本戦略に基づき、グループ全体での収

益最大化を目指し、土木部門では、新設橋梁での安定的な受注・売上規模を維持しつつ、大規模更新事業・メンテ

ナンス分野の事業規模の拡大に向け、既存構造物の長寿命化や補修・補強等に関する技術・施工ノウハウを確立し

ていくことで、維持更新への質的変化に対応出来る事業体制を整備してまいりました。建築部門においては、勝ち

残りのための競争力の向上を目指し、ＰＣ建築部門の増強・拡大及び一般建築部門の基盤強化、新分野への取組み

に注力し、ソリューション営業の推進やＰＣ技術を取り入れた企画・提案型の受注活動に取組んでまいりました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は967億15百万円（前年同期比0.7％増）、営業利益36億87百万円

（同27.5％増）、経常利益34億54百万円（同23.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益26億53百万円（同

46.0%増）となりました。

なお、個別の業績は、   売 上 高 858億12百万円  営業利益    26億55百万円

経常利益   25億57百万円   当期純利益 21億40百万円 であります。

セグメント業績は、以下のとおりであります。

土木建設事業は、売上高は504億45百万円（前年同期比5.0％増）、セグメント利益は65億１百万円（前年同期比

32.6％増）となりました。

建築建設事業は、売上高は448億22百万円（前年同期比4.2％減）、セグメント利益は43億３百万円（前年同期比

6.2％減）となりました。

製造事業は、売上高80億85百万円（前年同期比35.4％増）、セグメント利益は２億94百万円（前年同期比30.6％

増）となりました。

その他兼業事業は、売上高は34億35百万円（前年同期比1.0％減）、セグメント利益は２億93百万円（前年同期

比1.2％減）となりました。

なお、セグメントの業績は、報告セグメントの売上高、セグメント利益を記載しております。
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②次期の見通し

次期の見通しにつきましては、国内経済は景気の緩やかな回復基調が継続するなか、雇用と所得の改善が期待され

ますが、年明け以降の円高進行や株安、また、消費税率の見直し等により先行き不透明な状況が予想されます。建設

業を取り巻く環境においては、引き続き交通インフラ整備等の大型プロジェクトは予定されていますが、国内景気動

向によっては堅調な民間建設投資が落ち込む懸念もあり、予断を許さない状況となっております。

このような状況下、当社グループは、2016年度を初年度とする3ヵ年の中期経営計画を策定し、収益力・資本効率

の向上を図り、堅実な経営基盤を継承していくこととしております。

次期連結業績については、売上高1,100億円、営業利益32億50百万円、経常利益31億40百万円、親会社株主に帰属

する当期純利益22億20百万円を見込んでおります。

なお、個別の業績見通しは、売上高974億円、営業利益25億30百万円、経常利益26億50百万円、当期純利益20億円

であります。 

 

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、773億６百万円となり、前連結会計年度末に比べ83億６百万円の増加となりまし

た。

流動資産は602億63百万円となり、前連結会計年度末に比べ76億19百万円増加しております。主な要因といたし

ましてその他のたな卸資産が７億13百万円、未収入金が４億12百万円それぞれ減少しましたが、現金預金が34億50

百万円、受取手形・完成工事未収入金等が27億３百万円、未成工事支出金が20億２百万円それぞれ増加したことに

よるものであります。

固定資産は170億43百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億86百万円増加しております。主な要因といたし

まして建設仮勘定が39百万円減少しましたが、機械、運搬具及び工具器具備品が４億11百万円、投資有価証券が２

億６百万円それぞれ増加したことによるものであります。

負債合計は525億83百万円となり、前連結会計年度末に比べ61億28百万円増加しております。

流動負債は主に、その他流動負債が52百万円減少しましたが、未成工事受入金が16億32百万円、支払手形・工事

未払金等が14億34百万円、電子記録債務が11億95百万円それぞれ増加したことによるものであります。

固定負債は主に長期借入金が４億７百万円増加したことによるものであります。

純資産の部は、主に親会社株主に帰属する当期純利益26億53百万円の計上により247億22百万円となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、獲得した資金は42億48百万円（前年同期比24.2％減）となりました。これは主に売上債権の

増加額および未成工事受入金の増加額の合計が、仕入債務の増加額を上回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

投資活動の結果、使用した資金は８億11百万円（前年同期比21.8％増）となりました。

これは主に架設用機材の取得、および工場設備で使用する機械装置の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

財務活動の結果、獲得した資金は13百万円（前連結会計年度は33億54百万円の使用）となりました。これは主

に短期借入金の純増加によるものであります。

この結果、現金及び現金同等物は、前連結会計年度より34億50百万円増加し、期末残高は150億49百万円とな

りました。

  平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

  自己資本比率（％） 27.5 26.0 29.0 32.7 32.0

  時価ベースの自己資本比率（％） 29.7 31.1 26.6 27.7 25.9

  債務償還年数（年） 1.8 － － 1.8 2.7

  インタレスト・カバレッジ・レシオ 33.9 － － 50.8 37.3

 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値によって算出しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。

※平成26年３月期および平成27年３月期は営業キャッシュ・フローがマイナスのため、債務償還年数およびイン

タレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は株主に対する配当政策を最重要課題の一つとして位置づけており、健全な経営基盤を維持するため、内部留

保を確保しつつ、継続的かつ安定的な配当を実施していくことを基本方針としております。また、中間配当と期末配

当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本にしており、これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については

株主総会、中間配当については配当政策の機動的な遂行を対応可能とするため取締役会としております。なお、当社

グループは今年度を開始年度とする「中期経営計画2016（2016年度～2018年度）」を策定しており、計画期間におい

ての配当性向については、平均で２３％以上を目指すこととしております。 

また、内部留保につきましては、企業価値の最大化へ向け、ＰＣ（プレストレスト・コンクリート）技術を応用し

た新工法・新技術の開発、工場の再構築、情報関連投資等に活用して、経営基盤の強化を図るとともに、当社グルー

プの今後の事業展開及び企業競争力の強化に努めていく所存であります。 
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(4）事業等のリスク

当社グループの事業に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項としては、以

下のようなものがあります。当社グループはこれらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生

した場合の対応に努める所存であります。なお、文中の将来に関する事項は当連結会計年度末において当社グループ

が判断したものであります。 

①公共事業の減少

土木工事における公共事業への依存度が高い当社グループにおいて予想以上に公共事業の削減が行われた場合に

は、業績に影響を及ぼす可能性があります。

②発注単価のダウン

公共事業の発注単価の低下が予想以上に進行する場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

③カントリーリスク

東南アジア各国で事業を展開しているため、これらの国で政変、大幅な法規制の変更等が発生した場合には、業

績に影響を及ぼす可能性があります。

④取引先の信用リスク

顧客、取引先の不測の倒産等により、工事代金の回収が困難になった場合には、業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

⑤資材価格の変動

請負金額に反映することが困難になるほど原材料価格が高騰した場合には、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

⑥大規模災害の発生

事業に関し大規模な事故災害が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、大震災等の発

生により、経営機能や事業拠点が莫大な損傷を受けた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑦為替の変動

海外事業に関し、各国の為替レートが予想以上に変動した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑧金利の変動

現在の金利率が予想以上に高騰した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑨資産価格の変動

予想を超える経済的な変動により当社の資産価格の下落が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

⑩瑕疵担保責任及び製造物責任

品質管理には万全を期しておりますが、瑕疵担保責任及び製造物責任による巨額の損害賠償が発生した場合に

は、業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑪訴訟等

国内外の事業等に関連しての訴訟、紛争、その他法的手続きに係る判決、和解、決定等により、業績に影響を及

ぼす可能性があります。

とりわけ、独占禁止法違反から派生する指名停止等により、受注機会が減少する可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社、子会社８社、関連会社２社及びその他の関係会社１社で構成され、土木建設事業、建築建設事

業、製造事業、その他兼業事業を主な事業の内容としております。

当社グループの事業内容及び当社と関係会社との当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

土木建設事業  当社はプレストレスト・コンクリート工事、その他一般土木工事の請負等及びＰＣ製品等の製

造販売を営んでおります。

 また、連結子会社である㈱ニューテック康和及び㈱ながのは土木構造物の補修工事及び舗装工

事の請負等、㈱亀田組はプレストレスト・コンクリート工事、その他一般土木工事の請負等、㈱

ピーエスケーは土木工事用機器の管理運用等、菱建基礎㈱は土木構造物の基礎工事の請負等を行

っております。また、当社が施工するにあたり、施工の一部を各社に発注しております。

 その他の関係会社である三菱マテリアル㈱より資材等を購入しております。また、同社からは

工事の一部を受注しております。

建築建設事業  当社はプレストレスト・コンクリート工事、その他一般建築工事の請負等及びＰＣ製品等の製

造販売を営んでおります。

 その他の関係会社である三菱マテリアル㈱より資材等を購入しております。また、同社からは

工事の一部を受注しております。

製造事業 連結子会社であるピー・エス・コンクリート㈱、PT．Komponindo Betonjaya及び持分法適用関

連会社であるVINA-PSMC Precast Concrete Company Limited、PT.Wijaya Karya Komponen Beton

は、コンクリート製品の製造販売を営んでおります。

その他兼業事業  当社は不動産の販売・賃貸及び仲介を営んでおります。また連結子会社である菱建商事㈱は損

害保険代理業及び不動産事業等を営んでおります。

以上について事業系統図を示すと次のとおりであります。

 

関係会社の一部は複数の事業を行っており、上記区分は代表的な事業内容により記載しております。 
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３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは、「人と自然が調和する豊かな環境づくりに貢献する」ことを基本理念に掲げ、社会基盤、産業基

盤などの社会資本の形成に貢献しております。また、地球環境保全のため公害防止と自然保護に積極的に取り組むと

ともに、常に新しい技術開発にチャレンジし、建設事業を通じて安全で高品質な建設生産物を供給し、お客様に満足

をいただける優れた成果を実現することに加えて、企業倫理に基づくコンプライアンスと社会的責任（ＣＳＲ）を履

行することでステークホルダーの信頼と期待に応えていくことを経営の基本方針としております。 

 

(2）中長期的な経営戦略及び対処すべき課題 

建設業を取り巻く環境は、引き続き好況で推移すると想定されますが、将来的な国内建設市場の縮小は避けられ

ず、欧米先進諸国の例からも明らかなように、成熟した国家では、建設事業の中身については、新設工事から維持補

修工事へと、質的変化が想定されます。また、少子高齢化に伴う人手不足や長時間労働問題への対応など、建設業界

として、生産性向上に向けた働き方改革は不可欠な状況になっております。 

当社グループでは、このような社会情勢の変化・社会的要請を見据え、ＰＣ（プレストレスト・コンクリート）

業界の「トップランナー」として、10年後の目指す姿（長期経営ビジョン）を明らかにし、その実現（課題解決）に

向け、2016年度を初年度とした３年間の「中期経営計画2016（2016年度～2018年度）」を策定し、精力的に取り組ん

でおります。初年度においては、グループ全体での取り組みにより、収益力が大幅に改善され、計画を上回る業績を

上げることができました。２年目以降においても、「中期経営計画2016」の基本方針の着実な実行と経営指標の目標

達成に向けて取組んでまいります。 

 

●中期経営計画2016（2016年度～2018年度） 

「さらなる信頼と新たなる挑戦 ～ 変革へのファーストステージ2016～」 

「基本方針」 

◆「安全」・「品質」・「ＣＳＲ」を徹底し、ステークホルダーおよび社会から高い信頼と評価を得る 

◆生産性を向上させ、主軸事業（ＰＣ新設橋梁、一般建築）にて安定した収益を確保する 

◆収益安定による従業員の待遇向上と事業戦略を支える人財確保・育成を推進する 

◆成長分野（大規模更新事業、メンテナンス、ＰＣ建築）に注力し、事業規模を拡大する 

◆ＩＣＴ（情報通信技術）の活用によるグループコミュニケーションを活性化させ、職場環境の改善を推進する 

◆次世代に向け、収益源の多様化(開発案件、兼業事業等)を始動させ、持続的な成長を目指す 

◆社会のニーズを掴み、強固なグループ経営の実践により、グループ全体で企業価値を向上させる 
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［目標とする連結経営指標］ 

◆収益力・資本効率向上 

①注力事業（大規模更新事業、メンテナンス、ＰＣ建築）への投資を実施しつつ、生産性の向上等により主軸事業

（ＰＣ新設橋梁、一般建築）の収益を安定させ、連結営業利益率2.6％以上を実現する。 

②健全な経営基盤を維持するために財務体質の強化と資本効率の向上を図り、ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）

7.7％以上、ＲＯＡ（総資産経常利益率）3.8％以上、Ｄ/Ｅレシオ（有利子負債÷株主資本）0.5倍以下、配当性

向は計画期間平均で23％以上を目指す。 

 

「中期経営計画2016」の初年度の計画対比は下記の通りです。

 

  2016年度 

数値目標 

2016年度 

実績 
対比 

受注高    （百万円） 102,000 103,013 ＋1,013 

売上高    （百万円） 99,000 96,715 △2,284 

営業利益   （百万円） 2,220 3,687 ＋1,467 

営業利益率  （％） 2.2 3.8 ＋1.6% 

経常利益   （百万円） 2,130 3,454 ＋1,325 

経常利益率  （％） 2.2 3.6 ＋1.4% 

ＲＯＥ        （％） 6.5 11.2 ＋4.7% 

ＲＯＡ    （％） 3.0 4.7 ＋1.7% 

Ｄ/Ｅレシオ  （倍） 0.52 0.49 △0.03 

配当性向   （％） 平均で23％以上 21.3 △1.7% 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの事業は、海外事業を行っているものの、事業全体の活動は国内が主体であり、平成29年３月末現在で

の株主構成は国内法人等で95％を超えている事から当社グループは日本基準を適用して連結財務諸表を作成しておりま

す。
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５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 11,599 15,049 

受取手形・完成工事未収入金等 34,404 37,108 

電子記録債権 461 1,053 

未成工事支出金 ※４ 2,095 ※４ 4,097 

その他のたな卸資産 ※４,※６ 2,137 ※４,※６ 1,424 

繰延税金資産 76 78 

未収入金 1,573 1,160 

その他 424 425 

貸倒引当金 △128 △134 

流動資産合計 52,644 60,263 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物 7,100 7,098 

機械、運搬具及び工具器具備品 10,830 11,241 

土地 ※３ 8,839 ※３ 8,923 

リース資産 516 611 

建設仮勘定 56 16 

減価償却累計額 △15,306 △15,660 

有形固定資産合計 12,036 12,232 

無形固定資産 33 217 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※１,※５ 2,113 ※１,※５ 2,320 

破産更生債権等 1,447 1,453 

繰延税金資産 105 131 

退職給付に係る資産 1,165 1,194 

その他 ※１ 903 ※１ 947 

貸倒引当金 △1,448 △1,453 

投資その他の資産合計 4,287 4,593 

固定資産合計 16,356 17,043 

資産合計 69,000 77,306 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 17,228 18,663 

電子記録債務 6,096 7,292 

短期借入金 ※７ 6,570 ※７ 7,561 

未払法人税等 550 735 

未成工事受入金 2,574 4,206 

賞与引当金 229 270 

完成工事補償引当金 273 263 

工事損失引当金 ※４ 336 ※４ 368 

その他 2,945 2,893 

流動負債合計 36,806 42,254 

固定負債    

長期借入金 ※７ 3,500 ※７ 3,907 

繰延税金負債 22 55 

再評価に係る繰延税金負債 ※３ 1,266 ※３ 1,266 

役員退職慰労引当金 280 71 

株式報酬引当金 － 51 

退職給付に係る負債 4,122 4,328 

資産除去債務 86 86 

その他 369 560 

固定負債合計 9,649 10,328 

負債合計 46,455 52,583 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,218 4,218 

資本剰余金 8,110 8,110 

利益剰余金 8,954 11,228 

自己株式 △38 △252 

株主資本合計 21,244 23,306 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 624 680 

土地再評価差額金 ※３ 1,680 ※３ 1,679 

為替換算調整勘定 △226 △225 

退職給付に係る調整累計額 △778 △717 

その他の包括利益累計額合計 1,299 1,416 

非支配株主持分 0 0 

純資産合計 22,544 24,722 

負債純資産合計 69,000 77,306 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高    

完成工事高 96,066 96,715 

売上高合計 96,066 96,715 

売上原価    

完成工事原価 ※１ 86,046 ※１ 85,255 

売上原価合計 86,046 85,255 

売上総利益    

完成工事総利益 10,020 11,460 

売上総利益合計 10,020 11,460 

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 7,128 ※２,※３ 7,773 

営業利益 2,891 3,687 

営業外収益    

受取利息 13 5 

受取配当金 25 32 

為替差益 11 － 

持分法による投資利益 － 84 

受取ロイヤリティー 7 8 

スクラップ売却益 8 13 

貸倒引当金戻入額 4 0 

その他 47 65 

営業外収益合計 117 209 

営業外費用    

支払利息 110 115 

持分法による投資損失 14 － 

為替差損 － 6 

支払保証料 22 38 

支払手数料 24 272 

支払特許料 21 0 

その他 16 8 

営業外費用合計 209 441 

経常利益 2,799 3,454 

特別利益    

固定資産売却益 ※４ 1 ※４ 5 

投資有価証券売却益 － 18 

ゴルフ会員権売却益 5 － 

その他 － 2 

特別利益合計 7 26 

特別損失    

固定資産除却損 ※５ 1 ※５ 6 

減損損失 436 1 

その他 5 0 

特別損失合計 443 8 

税金等調整前当期純利益 2,363 3,473 

法人税、住民税及び事業税 686 854 

法人税等調整額 △140 △34 

法人税等合計 546 819 

当期純利益 1,817 2,653 

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△） 
△0 0 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,817 2,653 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当期純利益 1,817 2,653 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 72 56 

土地再評価差額金 71 － 

為替換算調整勘定 △56 － 

退職給付に係る調整額 △489 60 

持分法適用会社に対する持分相当額 △35 0 

その他の包括利益合計 ※１ △438 ※１ 117 

包括利益 1,379 2,770 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,379 2,770 

非支配株主に係る包括利益 △0 0 

 

- 12 -

㈱ピーエス三菱（1871）平成29年３月期決算短信



（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,218 8,110 7,336 △38 19,627 

当期変動額           

剰余金の配当     △284   △284 

親会社株主に帰属する当期
純利益     1,817   1,817 

自己株式の取得       △0 △0 

土地再評価差額金の取崩     84   84 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）         － 

当期変動額合計 － － 1,617 △0 1,617 

当期末残高 4,218 8,110 8,954 △38 21,244 

 

               

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

土地再評価差
額金 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 551 1,693 △133 △288 1,822 0 21,450 

当期変動額               

剰余金の配当         －   △284 

親会社株主に帰属する当期
純利益         －   1,817 

自己株式の取得         －   △0 

土地再評価差額金の取崩         －   84 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 72 △13 △92 △489 △522 △0 △522 

当期変動額合計 72 △13 △92 △489 △522 △0 1,094 

当期末残高 624 1,680 △226 △778 1,299 0 22,544 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,218 8,110 8,954 △38 21,244 

当期変動額           

剰余金の配当     △379   △379 

親会社株主に帰属する当期
純利益     2,653   2,653 

自己株式の取得       △218 △218 

自己株式の処分   0   4 4 

土地再評価差額金の取崩     0   0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）         － 

当期変動額合計 － 0 2,274 △213 2,061 

当期末残高 4,218 8,110 11,228 △252 23,306 

 

               

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

土地再評価差
額金 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 624 1,680 △226 △778 1,299 0 22,544 

当期変動額               

剰余金の配当         －   △379 

親会社株主に帰属する当期
純利益         －   2,653 

自己株式の取得         －   △218 

自己株式の処分         －   4 

土地再評価差額金の取崩         －   0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

56 △0 0 60 116 0 116 

当期変動額合計 56 △0 0 60 116 0 2,178 

当期末残高 680 1,679 △225 △717 1,416 0 24,722 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 2,363 3,473 

減価償却費 610 711 

のれん償却額 － 13 

持分法による投資損益（△は益） 14 △84 

減損損失 436 1 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △80 6 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 123 241 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △0 △208 

株式報酬引当金（△は減少） － 51 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 68 △10 

工事損失引当金の増減額（△は減少） △135 31 

賞与引当金の増減額（△は減少） 144 32 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 72 11 

受取利息及び受取配当金 △38 △38 

支払利息 110 115 

支払手数料 24 272 

為替差損益（△は益） 0 0 

固定資産除売却損益（△は益） △5 △0 

投資有価証券売却損益（△は益） － △18 

売上債権の増減額（△は増加） 5,752 △2,860 

たな卸資産の増減額（△は増加） 22 △1,289 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,850 2,419 

未成工事受入金の増減額（△は減少） △1,861 1,602 

未収入金の増減額（△は増加） 2 412 

その他 1,507 226 

小計 6,281 5,112 

利息及び配当金の受取額 38 37 

利息の支払額 △110 △113 

法人税等の支払額 △604 △787 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,604 4,248 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △675 △801 

有形固定資産の売却による収入 1 14 

投資有価証券の取得による支出 △5 △0 

投資有価証券の売却による収入 － 24 

関係会社出資金の払込による支出 － △35 

貸付けによる支出 △1 △21 

貸付金の回収による収入 1 2 

その他 12 6 

投資活動によるキャッシュ・フロー △666 △811 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △6,473 990 

長期借入れによる収入 3,500 － 

長期借入金の返済による支出 － △22 

リース債務の返済による支出 △74 △92 

自己株式の取得による支出 △0 △213 

自己株式の売却による収入 － 4 

配当金の支払額 △284 △379 

その他 △21 △274 

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,354 13 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11 △0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,573 3,450 

現金及び現金同等物の期首残高 10,025 11,599 

現金及び現金同等物の期末残高 11,599 15,049 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数  8社

主要な連結子会社名

株式会社ニューテック康和

株式会社ピーエスケー

ピー・エス・コンクリート株式会社

２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法適用関連会社数 2社

VINA-PSMC Precast Concrete Company Limited

PT.Wijaya Karya Komponen Beton

(2)持分法適用会社のうち、決算日の異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用して

おります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうちPT．Komponindo Betonjayaの決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②デリバティブ

時価法

③たな卸資産

未成工事支出金・その他のたな卸資産（商品及び製品・仕掛品・兼業事業支出金）

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

その他のたな卸資産（原材料及び貯蔵品）

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用

しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物、平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備、構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物・構築物          10年～50年

機械、運搬具及び工具器具備品  ２年～12年

②無形固定資産

当社及び国内連結子会社は定額法を採用しております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

当社及び国内連結子会社は従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

③完成工事補償引当金

当社及び国内連結子会社は完成工事等にかかる瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の実績率を基礎と

する将来の見積補修費を計上しております。

④工事損失引当金

当社及び国内連結子会社は、手持工事等のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備

えるため、その損失見込額を計上しております。

⑤役員退職慰労引当金

一部連結子会社は役員及び執行役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規による期末要支給額を計上

しております。

⑥株式報酬引当金

当社は株式交付規程に基づく取締役及び執行役員に対する将来の当社株式の交付に備えるため、取締役

及び執行役員に割り当てられたポイントに応じた支給見込額を計上しております。 

(4)退職給付に係る会計処理の方法 

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

なお、国内連結子会社は自己都合期末要支給額を退職給付債務として計上しております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと

しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整のうえ、純資産の部におけるその他の包括利益 

累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(5)重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準

を適用しております。

なお、工事進行基準による完成工事高については、前連結会計年度は58,297百万円、当連結会計年度

は60,018百万円であります。

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

金利変動リスクを回避するためのスワップ取引

・ヘッジ対象

変動金利の借入金利息

③ヘッジ方針

財務上発生している金利変動リスク回避を目的としてデリバティブ取引を導入しており、投機目的の取

引は行っておりません。

④ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため連結会計年度末日における有効性の評価を省略して

おります。

(7)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8)のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、10年間の均等償却を行っております。 

(9)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結

会計年度から適用しております。

 

（役員退職慰労金制度の廃止） 

当社は、従来、役員及び執行役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を「役員退職慰労

引当金」として計上しておりましたが、役員退職慰労金制度廃止に伴い、平成28年６月28日開催の第68回定時株主

総会において、役員退職慰労金の打ち切り支給を決議いたしました。 

これにより、当連結会計年度において当社の「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打ち切り支給額を「長期

未払金」として計上しております。なお、当連結会計年度末の当該長期未払金148百万円は固定負債の「その他」

に含めて表示しております。 

 

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度） 

当社は、平成28年６月28日開催の第68回定時株主総会において、当社取締役及び執行役員（社外取締役及び海外

居住者を除く。以下「取締役等」という。）へのインセンティブプランとして、平成28年度から業績連動型株式報

酬制度（以下「本制度」という。）を導入することを決議しました。本制度は取締役等の報酬と当社グループ業績

との連動性をより明確にし、当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的とし

ております。信託に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）に準じております。 

１ 取引の概要 

役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託と称される仕組みを採用し、当社が拠出する取締役等の報酬額を

原資として役員報酬ＢＩＰ信託により取得した当社株式を各連結会計年度の業績目標の達成度等に応じて当社取締

役等に交付します。 

２ 信託に残存する当社株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は213百万円及び601,100

株であります。 

 

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度まで「受取手形・完成工事未収入金等」に含めていたおりました「電子記録債権」は、金額的重

要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前

連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「受取手形・完成工事未収入金等」に表示していた

34,865百万円は、「受取手形・完成工事未収入金等」34,404百万円、「電子記録債権」461百万円として組み替え

ております。 
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（連結貸借対照表関係）

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

投資有価証券（株式） 320百万円 401百万円

その他 37 76

 

２ 保証債務

 

次の取引先の手付金に対する保証を行っております。 

前連結会計年度 
（平成28年３月31日）

当連結会計年度
（平成29年３月31日）

株式会社グランイーグル 84百万円 －百万円

 

※３ 当社は土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額につい

ては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号

に定める固定資産税評価額に基づく算出方法によっております。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△2,060百万円 △2,100百万円

  なお、賃貸等不動産に係る土地

の再評価差額は85百万円であり、

期末における時価と再評価後の帳

簿価額との差額は△470百万円であ

ります。

なお、賃貸等不動産に係る土地

の再評価差額は84百万円であり、

期末における時価と再評価後の帳

簿価額との差額は△472百万円であ

ります。

 

※４ 損失が見込まれる工事契約等に係る以下のたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。損失の発生が見込まれる工事契約等に係るたな卸資産のうち、工事損失引当金に対応する額は次のとおりであ

ります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

未成工事支出金 117百万円 130百万円

仕掛品 31 23

 

※５ 東京法務局に下記の資産を差入保証金代用として差し入れております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

投資有価証券 42百万円 43百万円

 

※６ その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成29年３月31日） 

商品及び製品 25百万円 22百万円 

仕掛品 1,949 1,270 

原材料及び貯蔵品 162 131 

計 2,137 1,424 
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※７ 財務制限条項 

(1) 当社は平成26年９月30日にシンジケート方式によるコミットメントライン契約を締結しておりましたが、平

成29年３月31日にコミットメントライン契約は終了しております。

本契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の通りです。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当連結会計年度

（平成29年３月31日）

コミットメントラインの総額 17,300百万円 －百万円

借入実行残高 5,300 －

借入未実行残高 12,000 －

 

(2) 当社は平成29年３月28日にシンジケート方式によるコミットメントライン契約を締結しております。

本契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の通りです。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当連結会計年度

（平成29年３月31日）

コミットメントラインの総額 －百万円 17,300百万円

借入実行残高 － 6,300

借入未実行残高 － 11,000

なお、本契約には下記の財務制限条項が付されております。 

経常利益の維持 

平成29年３月期以降の各年度の決算期における連結の損益計算書上の経常損益に関して２期連続して経常損

失を計上しないこと。

 

(3) 当社は平成27年３月24日に支払承諾契約（兼コミットメントライン契約）を締結しておりましたが、平成29

年３月24日にコミットメントライン契約は終了しております。 

本契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の通りです。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）

当連結会計年度

（平成29年３月31日）

コミットメントラインの総額 1,669百万円 －百万円

借入実行残高 － －

借入未実行残高 1,669 －

 

(4) 当社は平成27年9月30日に金銭消費貸借契約（長期借入金のうち1,600百万円）を締結しております。

本契約には下記①及び②の財務制限条項が付されております。 

①純資産維持

平成28年３月期決算期末日以降の各年度の決算期末日において、連結の貸借対照表における純資産の部の

合計金額を当該決算期の直前の決算期の末日又は平成26年３月期の末日の連結の貸借対照表における純資産

の部の合計金額のいずれか大きい方の75％の金額以上に維持すること。 

②経常利益の維持

平成28年３月期以降の各年度の決算期における連結の損益計算書上の経常損益に関して２期連続して経常

損失を計上しないこと。 
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８ 偶発債務 

前連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自平成28年４月１日  至

平成29年３月31日）

当社は、国土交通省中部地方整備局（以下、発注者）より平成25年1月21日付で発注され、当社が施工した

「平成24年度三遠南信19号橋PC上部工事」（以下、本工事）について、発注者より本工事の撤去再構築が必要と

判断された場合には、供用開始から10年間に限り、1,669百万円を限度とする瑕疵担保責任を負担しておりま

す。 

また、瑕疵担保責任を担保するために履行保証を設け、支払承諾契約を締結しております。この契約において

下記の財務維持要件に抵触した場合には、発注者から本工事の撤去再構築の通知催告等がなくても、支払承諾約

定に基づく事前求償債権が発生するため、支払承諾者に対して1,669百万円を限度とする事前求償債権額の支払

義務が生じます。

(1)純資産維持

平成27年3月期決算期末日以降の各年度の決算期末日において、連結の貸借対照表における純資産の部の合計

金額を当該決算期の直前の決算期の末日または平成26年3月期の末日の連結の貸借対照表における純資産の部の

合計金額のいずれか大きい方の80％の金額以上に維持すること。

(2)経常利益の維持

平成27年3月期以降の各年度の決算期における連結の損益計算書上の経常損益に関して２期連続して経常損失

を計上しないこと。なお、２期目の判定については、決算短信等で経常損失見込みとなった時点で、当該要件に

抵触するものと判断できるものとする。
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（連結損益計算書関係）

※１ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

264百万円 133百万円

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 平成27年４月１日 
  至 平成28年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

従業員給料手当 2,713百万円 2,961百万円 

賞与引当金繰入額 53 84 

退職給付費用 187 231 

役員退職慰労引当金繰入額 85 37 

株式報酬引当金繰入額 － 51 

のれん償却額 － 13 

貸倒引当金繰入額 94 12 

 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

前連結会計年度 
（自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

506百万円 490百万円 

 

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

機械、運搬具及び工具器具備品 １百万円   ５百万円

 

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

建物・構築物 －百万円   ５百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 １   ０

計 １   ６
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（連結包括利益計算書関係）

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 91百万円 104百万円

組替調整額 － △18

税効果調整前 91 85

税効果額 △18 △29

その他有価証券評価差額金 72 56

土地再評価差額金：    

税効果額 71 －

為替換算調整勘定：    

当期発生額 △56 －

退職給付に係る調整額：    

当期発生額 △503 △79

組替調整額 14 139

税効果調整前 △489 60

税効果額 － －

退職給付に係る調整額 △489 60

持分法適用会社に対する持分相当額：    

当期発生額 △35 0

持分法適用会社に対する持分相当額 △35 0

その他の包括利益合計 △438 117
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当連結会計年度期首 

株式数（株）
当連結会計年度 
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 47,486,029 － － 47,486,029

自己株式        

普通株式 （注） 87,249 766 － 88,015

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加766株であります。

 

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月24日 

定時株主総会
普通株式 284 6.0 平成27年３月31日 平成27年６月25日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月28日 

定時株主総会
普通株式 379 利益剰余金 8.0 平成28年３月31日 平成28年６月29日

 

当連結会計年度（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
当連結会計年度期首 

株式数（株）
当連結会計年度 
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式        

普通株式 47,486,029 － － 47,486,029

自己株式        

普通株式 （注１・２） 88,015 613,569 12,185 689,399

（注）１．普通株式の自己株式数の増加613,569株は、役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の取得による増加601,100

株、単元未満株式の買取による増加369株および当社株式を保有する会社の連結子会社化に伴う増加12,100

株であり、普通株式の自己株式数の減少12,185株は単元未満株式の買増85株および連結子会社による当社

株式の売却12,100株によるものであります。 

２．当連結会計年度末の普通株式の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式601,100株が含ま

れております。 
 

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月28日 

定時株主総会
普通株式 379 8.0 平成28年３月31日 平成28年６月29日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月27日 

定時株主総会(注）
普通株式 568 利益剰余金 12.0 平成29年３月31日 平成28年６月28日

（注） 平成29年６月27日開催予定の定時株主総会による配当金総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式

に対する配当金７百万円が含まれております。 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 11,599百万円 15,049百万円

現金及び現金同等物 11,599  15,049 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要
当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、建設事業を中心に事業活動を展開しており、本社に土木・建築別の事業本部、製造事業やその他

事業を管理する部署を置き、国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

当社グループは、事業本部を基礎としたセグメントから構成されており、「土木建設事業」、「建築建設事業」、

「製造事業」及び「その他兼業事業」の４つを報告セグメントとしております。

「土木建設事業」は、土木工事の施工請負等、「建築建設事業」は、建築工事の施工請負等、「製造事業」は、コ
ンクリート製品の製造販売等、「その他兼業事業」は、不動産事業及び損害保険代理業等を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
なお、セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象となっていないた

め、記載しておりません。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日）

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

連結財務諸表
計上額 
（注）２  

土木建設 
事業 

建築建設 
事業 

製造事業 
その他 
兼業事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 47,411 46,770 1,170 714 96,066 － 96,066 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
610 28 4,803 2,757 8,199 △8,199 － 

計 48,021 46,798 5,973 3,472 104,266 △8,199 96,066 

セグメント利益 

（売上総利益） 
4,904 4,587 225 297 10,014 5 10,020 

その他の項目              

減価償却費 339 9 83 16 449 36 485 

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。
２．セグメント利益は、連結財務諸表の売上総利益と調整を行っております。

 
当連結会計年度（自平成28年４月１日  至平成29年３月31日）

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

連結財務諸表
計上額 
（注）２  

土木建設 
事業 

建築建設 
事業 

製造事業 
その他 
兼業事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 49,356 44,815 1,819 723 96,715 － 96,715 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,088 6 6,265 2,712 10,073 △10,073 － 

計 50,445 44,822 8,085 3,435 106,788 △10,073 96,715 

セグメント利益 

（売上総利益） 
6,501 4,303 294 293 11,393 67 11,460 

その他の項目              

減価償却費 428 3 92 14 538 30 568 

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。
２．セグメント利益は、連結財務諸表の売上総利益と調整を行っております。
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４．セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：百万円）

売上高  前連結会計年度  当連結会計年度

報告セグメント計 104,266 106,788

調整額（セグメント間取引消去） △8,199 △10,073

連結財務諸表の売上高 96,066 96,715

 
（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 10,014 11,393

調整額（セグメント間取引消去） 5 67

販売費及び一般管理費 △7,128 △7,773

連結財務諸表の営業利益 2,891 3,687

 

【関連情報】

前連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円） 

  土木建設事業 建築建設事業 製造事業 その他兼業事業 合計

外部顧客への売上高 47,411 46,770 1,170 714 96,066

 

２．地域ごとの情報

(1)売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2)有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しており

ます。

 

当連結会計年度（自平成28年４月１日  至平成29年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円） 

  土木建設事業 建築建設事業 製造事業 その他兼業事業 合計

外部顧客への売上高 49,356 44,815 1,819 723 96,715

 

２．地域ごとの情報

(1)売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2)有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しており

ます。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日） 

当連結会計年度において、報告セグメントには配分しておりませんが、土地の減損損失を305百万円、建物・構築物

の減損損失を84百万円、機械、運搬具及び工具器具備品の減損損失を46百万円、無形固定資産の減損損失を１百万円

計上しております。
 
当連結会計年度（自平成28年４月１日  至平成29年３月31日） 

当連結会計年度において、報告セグメントには配分しておりませんが、土地の減損損失を1百万円を計上しておりま

す。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自平成28年４月１日  至平成

29年３月31日）

「土木建設事業」において、当連結会計年度におけるのれんの償却額は13百万円であり、当連結会計年度末の未償

却残高は183百万円であります。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自平成28年４月１日  至平成

29年３月31日）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
 至 平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 475円64銭 528円29銭 

１株当たり当期純利益金額 38円34銭 56円41銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
 至 平成29年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 22,544 24,722

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
0 0

（うち非支配株主持分） (0) (0)

普通株式に係る期末の純資産の額（百万

円）
22,544 24,722

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
47,398 46,796

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する

自己株式に含めております。自己株式の期末株式数は前連結会計年度88千株、当連結会計年度689千株であり、この

うち役員ＢＩＰ信託が所有する当社株式の期末株式数は当連結会計年度601千株であります。（前連結会計年度は該

当ありません。）
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（注）２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
1,817 2,653

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益金額（百万円）
1,817 2,653

期中平均株式数（千株） 47,398 47,035

（注）役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。自己株式の期中平均株式数は前連結会計年度87千株、当連結会計年度450

千株であり、このうち役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式の期中平均株式数は当会計連結年度355千株でありま

す。（前連結会計年度は該当ありません。）

 

（企業結合等関係）

当連結会計年度（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日）

取得による企業結合 

（１）企業結合の概要 

①被取得企業の名称及び事業の内容 

被取得企業の名称  株式会社亀田組（以下、「旧亀田組」という。） 

事業内容      橋梁工事・一般土木工事、運送業 

②企業結合を行った主な理由 

建設需要の増加に伴い建設技能労働者の不足及び高齢化が顕著であり、今後の事業展開の上で、熟練の建設技

能労働者と新たな働き手の確保と育成が必須の課題となっており、その課題に資すると判断したことによるもの

です。 

当社の100%子会社である株式会社ニューテック康和が100％出資して新設した株式会社亀田組準備会社が、今

後の事業継続に係る権利義務の全てを承継しました。 

③企業結合日 

平成28年８月１日 

④企業結合の法的形式 

旧亀田組を吸収分割会社とし、株式会社亀田組準備会社を吸収分割承継会社とする吸収分割であります。 

⑤結合後企業の名称 

株式会社亀田組（平成28年８月１日に株式会社亀田組準備会社から社名変更） 

⑥取得した議決権比率 

100% 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 

株式会社亀田組準備会社が吸収分割により旧亀田組の今後の事業継続に係る権利義務の全てを承継したためで

あります。 

（２）連結損益計算書に含まれている被取得事業の業績の期間 

平成28年８月１日から平成29年３月31日まで 

（３）取得した事業の取得原価及びその内訳 

無対価による吸収分割のため、取得の対価は発生しておりません。 

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

①発生したのれんの金額 

197百万円 

②発生原因 

今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。 

③償却方法及び償却期間 

10年間にわたる均等償却 
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（５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容 

流動資産       440百万円 

固定資産       163    

資産合計       604    

流動負債       361 

固定負債       440    

負債合計       801    

（６）主要な取得関連費用の内訳及び金額 

アドバイザリー費用 ８百万円 

（７）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその判定方法 

概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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６．個別財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 10,103 12,354 

受取手形 801 962 

電子記録債権 422 995 

完成工事未収入金 30,619 32,365 

未成工事支出金 2,151 4,125 

仕掛品 799 293 

材料貯蔵品 33 26 

前払費用 99 121 

未収入金 1,585 1,129 

未収収益 1 1 

関係会社短期貸付金 760 760 

従業員に対する短期債権 0 0 

立替金 40 51 

その他 68 144 

貸倒引当金 △127 △133 

流動資産合計 47,360 53,200 

固定資産    

有形固定資産    

建物 5,196 5,166 

減価償却累計額 △3,757 △3,781 

建物（純額） 1,438 1,384 

構築物 1,393 1,376 

減価償却累計額 △1,287 △1,275 

構築物（純額） 105 100 

機械及び装置 4,528 4,477 

減価償却累計額 △4,482 △4,413 

機械及び装置（純額） 46 64 

車両運搬具 155 150 

減価償却累計額 △155 △150 

車両運搬具（純額） 0 0 

工具器具・備品 1,332 1,259 

減価償却累計額 △1,110 △1,086 

工具器具・備品（純額） 221 172 

土地 7,633 7,631 

リース資産 963 1,048 

減価償却累計額 △379 △515 

リース資産（純額） 583 533 

建設仮勘定 3 12 

有形固定資産合計 10,032 9,900 

無形固定資産 27 27 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,792 1,812 

関係会社株式 1,257 1,257 

出資金 1 1 

関係会社出資金 30 66 

従業員に対する長期貸付金 0 0 

関係会社長期貸付金 300 180 

破産更生債権等 1,365 1,368 

長期前払費用 0 0 

差入保証金 527 526 

前払年金費用 1,570 1,563 

その他 246 243 

貸倒引当金 △1,367 △1,369 

投資その他の資産合計 5,726 5,651 

固定資産合計 15,786 15,579 

資産合計 63,147 68,779 

負債の部    

流動負債    

支払手形 4,741 4,949 

電子記録債務 6,096 7,292 

工事未払金 9,606 9,927 

短期借入金 6,500 7,500 

リース債務 187 153 

未払金 947 749 

未払費用 254 272 

未払法人税等 440 434 

未成工事受入金 2,485 4,036 

預り金 495 568 

賞与引当金 184 209 

完成工事補償引当金 269 259 

工事損失引当金 305 347 

その他 612 351 

流動負債合計 33,128 37,051 

固定負債    

長期借入金 3,500 3,500 

リース債務 367 330 

繰延税金負債 194 203 

再評価に係る繰延税金負債 1,266 1,266 

退職給付引当金 3,258 3,448 

役員退職慰労引当金 214 － 

株式報酬引当金 － 51 

資産除去債務 86 86 

その他 145 293 

固定負債合計 9,034 9,179 

負債合計 42,162 46,230 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当事業年度 

(平成29年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,218 4,218 

資本剰余金    

資本準備金 8,110 8,110 

資本剰余金合計 8,110 8,110 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 6,388 8,150 

利益剰余金合計 6,388 8,150 

自己株式 △38 △252 

株主資本合計 18,679 20,227 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 624 641 

土地再評価差額金 1,680 1,679 

評価・換算差額等合計 2,304 2,321 

純資産合計 20,984 22,549 

負債純資産合計 63,147 68,779 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高    

完成工事高 85,046 82,286 

兼業事業売上高 2,047 3,526 

売上高合計 87,094 85,812 

売上原価    

完成工事原価 77,152 73,823 

兼業事業売上原価 1,768 3,081 

売上原価合計 78,921 76,905 

売上総利益    

完成工事総利益 7,894 8,463 

兼業事業総利益 279 444 

売上総利益合計 8,173 8,907 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 171 198 

従業員給料手当 2,228 2,396 

賞与引当金繰入額 37 56 

退職給付費用 145 183 

役員退職慰労引当金繰入額 68 19 

株式報酬引当金繰入額 － 51 

法定福利費 384 411 

福利厚生費 140 152 

修繕維持費 4 0 

事務用品費 101 97 

通信交通費 322 349 

動力用水光熱費 24 21 

調査研究費 491 489 

広告宣伝費 35 69 

交際費 118 134 

寄付金 33 40 

地代家賃 251 252 

貸倒引当金繰入額 92 9 

減価償却費 92 113 

租税公課 223 350 

保険料 32 30 

雑費 856 822 

販売費及び一般管理費合計 5,856 6,251 

営業利益 2,316 2,655 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業外収益    

受取利息 20 13 

受取配当金 255 193 

受取賃貸料 97 88 

受取ロイヤリティー 7 8 

為替差益 11 － 

その他 27 36 

営業外収益合計 420 339 

営業外費用    

支払利息 120 116 

支払保証料 20 36 

為替差損 － 6 

支払手数料 24 272 

支払特許料 21 0 

その他 11 5 

営業外費用合計 198 437 

経常利益 2,538 2,557 

特別利益    

ゴルフ会員権売却益 5 － 

投資有価証券売却益 － 18 

その他 － 2 

特別利益合計 5 21 

特別損失    

固定資産除却損 0 6 

投資有価証券評価損 3 0 

ゴルフ会員権評価損 1 － 

減損損失 414 1 

その他 0 － 

特別損失合計 420 8 

税引前当期純利益 2,123 2,570 

法人税、住民税及び事業税 429 430 

法人税等調整額 △40 △0 

法人税等合計 389 430 

当期純利益 1,734 2,140 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

  

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

  
繰越利益剰
余金 

当期首残高 4,218 8,110 － 8,110 4,854 4,854 △38 17,144 

当期変動額                 

剰余金の配当       － △284 △284   △284 

当期純利益       － 1,734 1,734   1,734 

自己株式の取得       －   － △0 △0 

土地再評価差額金の取崩       － 84 84   84 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）       －   －   － 

当期変動額合計 － － － － 1,534 1,534 △0 1,534 

当期末残高 4,218 8,110 － 8,110 6,388 6,388 △38 18,679 

 

         

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 552 1,693 2,245 19,390 

当期変動額         

剰余金の配当     － △284 

当期純利益     － 1,734 

自己株式の取得     － △0 

土地再評価差額金の取崩     － 84 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

72 △13 59 59 

当期変動額合計 72 △13 59 1,593 

当期末残高 624 1,680 2,304 20,984 
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当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

              (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

  

資本準備金 その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

  
繰越利益剰
余金 

当期首残高 4,218 8,110 － 8,110 6,388 6,388 △38 18,679 

当期変動額                 

剰余金の配当       － △379 △379   △379 

当期純利益       － 2,140 2,140   2,140 

自己株式の取得       －   － △213 △213 

自己株式の処分     △0 △0   － 0 0 

その他資本剰余金の負の残高の
振替     0 0 △0 △0   － 

土地再評価差額金の取崩       － 0 0   0 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）       －   －   － 

当期変動額合計 － － － － 1,761 1,761 △213 1,548 

当期末残高 4,218 8,110 － 8,110 8,150 8,150 △252 20,227 

 

         

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 624 1,680 2,304 20,984 

当期変動額         

剰余金の配当     － △379 

当期純利益     － 2,140 

自己株式の取得     － △213 

自己株式の処分     － 0 

その他資本剰余金の負の残高の
振替     － － 

土地再評価差額金の取崩     － 0 

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額） 

16 △0 16 16 

当期変動額合計 16 △0 16 1,564 

当期末残高 641 1,679 2,321 22,549 

 

- 37 -

㈱ピーエス三菱（1871）平成29年３月期決算短信



７．その他

(1)役員の異動

 役員の異動につきましては、本日公表の「役員異動に関するお知らせ」に記載しておりますので、そちらをご参照

ください。

(2)受注の状況

  受注実績

区分

前連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成29年３月31日)
比較増減（△）

 金額(百万円)  構成比(％)  金額(百万円)  構成比(％)  金額(百万円)  増減率(％)

土木建設事業 66,902 57.9 55,192 53.6 △11,710 △17.5

建築建設事業 46,883 40.5 45,278 43.9 △1,604 △3.4

製造事業 1,170 1.0 1,819 1.8 649 55.5

その他兼業事業 714 0.6 723 0.7 9 1.3

合計 115,670 100.0 103,013 100.0 △12,656 △10.9 
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